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１．大学等及び研究開発法人を取り巻く現状及び課題１．大学等及び研究開発法人を取り巻く現状及び課題

○

 
大学等及び研究開発法人を取り巻く現状及び課題として、以下のようなものが挙げられ

るのではないか。

１

（１）大学等の教育研究力の強化（資料８－２：Ｐ２、Ｐ３、Ｐ４、Ｐ９、Ｐ１０、Ｐ１１、Ｐ１４）

・

 
大学及び大学共同利用機関に対する運営費交付金等の基盤的経費が減少傾向にある
中で、大学を支える教育研究基盤が脆弱化していると指摘されており、大学等における
教育研究環境の整備・充実等が求められている。

・

 

我が国の高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比は、OECD各国平均の１．１％を大きく下回り、最低水準

の０．５％となっている。

・

 

国立大学法人の運営費交付金は、法人化後、毎年減少傾向にある。また、私立大学経常費補助金（一般補助＋
特別補助）についても、近年、減少傾向にある。

・

 

大学共同利用機関の主要な経費のうち、大部分を占める運営費交付金は横ばい若しくは微減傾向にある。

・

 

各大学共同利用機関が有する、大型の研究施設・設備や貴重な研究資料等を用いて、公募型の共同研究開発
が活発に実施されており、今後とも、研究者コミュニティの要望等を踏まえた一層の推進が必要となっている。

・

 

各大学共同利用機関の特性に応じ、国公私を問わず、国内外の機関から幅広い研究者を受入れ、共同利用・共同
研究を推進しており、近年増加傾向にある。

・

 

大学共同利用機関においては、総合研究大学院大学の学生（修士・博士）５８２名を受け入れており、大学院教育へ
の協力を着実に進めている（平成２０年度実績）。



２

（２）研究開発法人の機能強化（資料８－２：Ｐ１６、Ｐ１８、Ｐ１９、Ｐ２１、Ｐ２２、Ｐ２３、Ｐ２４）

・

 
研究開発法人に対する運営費交付金等が全体として減少傾向にあり、法人に対する
予算措置の在り方や、研究開発の特性を踏まえた評価の在り方、さらには、これらの観点
も含め、「研究開発力強化法」及びその附帯決議への対応が求められている。

・

 

文部科学省が所管する研究開発型独立行政法人における運営費交付金は、１０法人中７法人で減少している。
また、収入総額に占める運営費交付金の割合は６９％となっており、これ以外の国からの収入を含めた、国からの
支出は、

 

全体の９３％を占める。その一方で、国以外の民間等からの収入は７％にとどまる。

・

 

在籍職員数に占める研究者の割合は４３％、研究者以外の割合は５７％となっており、研究者に占める常勤研究者
（正規雇用・任期付含）の割合は８５％となっている。また、常勤研究者が１．５％減少する一方で、非常勤研究者は
２１％増加している。

・

 

研究開発法人については、段階的に総人件費削減の対象外となる範囲が拡大したが、これらの仕組みを活用した
法人は８法人にとどまる。

・

 

平成１９年度の特許出願件数及び所有件数は前年度に比べ減少している一方、知的財産収入は前年度比で３２％

 
増加している。

・

 

研究開発力強化法附則第６条及び附帯決議において、研究開発システムの在り方に関する総合科学技術会議に
おける検討結果を踏まえ、法律施行後３年以内に必要な措置を講じること、その際、研究開発の特殊性、優れた人材
の確保、国際競争力の確保等の観点から、最も適切な研究開発法人の在り方を検討するとされている。



２．世界的教育研究・研究開発機関の形成２．世界的教育研究・研究開発機関の形成

○

 
我が国が科学技術・イノベーションで世界をリードしていくため、世界的な教育研究機関

 及び研究開発機関の形成に向けた取り組みはどうあるべきか。

＜基本的考え方＞

ⅰ）世界的教育研究・研究開発機関の形成に向けた基本的視点

・

 
天然資源・エネルギーに乏しく、また少子化等に伴う人口減少や高齢化等が急速に進む
我が国が、今後とも知識基盤社会として持続的な成長・発展を遂げていくためには、世界
に先駆けて、先端的・独創的な研究成果を創出するとともに、これらの研究開発活動等を
担い、我が国の成長の源泉たる優れた人材を育成・確保していくことが重要である。

・

 
このため、我が国の教育研究活動の中心として、創造性豊かな研究者等の人材育成や、

新たな発明や知識等を創出する基礎的な研究を担う大学等（大学及び大学共同利用機関
をいう。）に期待される役割は極めて大きく、その教育研究力の強化に向けた取り組みを
一層推進していくことが不可欠である。

・ また、国が取り組むべき研究開発等の主たる担い手である「研究開発法人」（※）

 

は、世界
最先端の研究開発の推進や、保有する研究開発施設・設備等の産学官への供用等を通
じて、我が国の科学技術・イノベーションの推進において、極めて重要な役割を担っており、
これらの機関の研究開発能力をより高める観点から、その機能強化に向けた取り組みの
更なる充実を図っていくことが必要である。

３



・

 
さらに、世界のグローバル化が進み、国際的な人材獲得競争が激化する中にあって、我
が国が、国内外から多様な研究者等を惹きつけ、優れた人材の確保を図るとともに、科学
技術を基盤とする絶え間ないイノベーション創出を実現していくためには、世界トップレベル
の研究開発水準や研究環境等を有する、魅力ある拠点の形成に向けた取り組みを進めて
いくことが不可欠である。

（※）

 

「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する
法律」（通称「研究開発力強化法」）に掲げる研究開発法人をいう。）

ⅱ）世界的教育研究・研究開発機関の形成に向けた主要事項

・

 
上記の基本的視点を踏まえ、世界的な教育研究機関及び研究開発機関の形成に関して
は、以下の主要事項について推進する。
（１）大学等の教育研究力の強化
（２）研究開発法人の機能強化
（３）世界トップレベルの研究開発拠点の形成

４



（１）大学等の教育研究力の強化（１）大学等の教育研究力の強化

○

 
大学等の教育研究力の強化に向けた取り組みはどうあるべきか。

＜基本的考え方＞

・

 
国内外において人口構造や産業構造、社会構造が大きく変化し、また世界の潮流に併
せて、大学のグローバル化が急速に進展する中、大学等が、我が国の科学技術・イノベ
ーションを支える中核的機関として、教育研究活動等を通じて社会全体に寄与・貢献して
いく機会は一層拡大している。

・

 
このような観点から、現在、中央教育審議会において、中長期的な大学教育の在り方に
ついて、公的な質保証システムの在り方の見直し、学生支援・学習環境整備、グローバル
化の進展の中での大学教育の在り方等、多様な論点について検討を行っているところで
あり、これらの審議も踏まえた上で、大学の教育研究力の強化に向けた取り組み進めて
いくことが必要である。

・

 
さらに、大学共同利用機関は、大学を中心とする我が国の教育研究全体の基盤を支え、

新たな研究等の展開を目指す上で重要な役割を担ってきたが、大学制度の改革や他の
研究機関等との関係等、これらの機関を取り巻く状況の変化を踏まえ、大学共同利用機関
の機能強化に向けた取り組みを進めていくことが必要である。

５



・

 
このため、具体的には以下の取り組みを推進する。

ⅰ）大学の教育研究の充実・強化
ⅱ）大学共同利用機関の機能強化

・

 
また、大学院教育については、上記で掲げるもののほか、第４回基本計画特別委員会で
審議を行った「科学技術・イノベーションの人材戦略」のうち、２．（１）、（２）で掲げた取り組
みを推進する。

６



＜推進方策＞

ⅰ）大学の教育研究の充実・強化

・

 

国は、中央教育審議会における、公的な質保証システムの在り方、大学における自主的・自律的な質保証の在り方、
グローバル化の進展を踏まえた大学教育、さらに学生の学習環境整備等の幅広い観点からの大学教育の在り方に
関する審議を踏まえ、大学教育の一層の改善・充実を図る。

・

 

国は、

 

「グローバルＣＯＥプログラム」等に関して、中央教育審議会において行われる大学院の組織編成の在り方
や学内外の連携強化、国内外の優秀な研究者等が協同して教育研究を行うための体制整備、さらには施設設備の
共同利用の在り方等の観点からの総合的な検証結果を踏まえ、引き続き、国際的に卓越した拠点としての大学院の
形成を促進する。

・

 

国は、大学における教育研究の多様性と持続性を確保する観点から、大学の教育及び研究活動に係る基盤的経費
である国立大学法人運営費交付金及び施設整備費補助金、私学助成を拡充する。

・

 

国は、大学間の連携を促進し、教育研究活動の充実を図る観点から、大学の共同利用・共同研究拠点の研究活動
を支える安定的・継続的な財政措置を行うとともに、優れた教育や学生支援を行うために大学が共同利用する拠点に
ついても、その支援方策を検討する。

・

 

大学は、自らのマネジメント力の向上に努め、外部資金等の柔軟な活用により、教育研究施設・設備の充実、アカ
デミックスタッフ等の教育研究活動に係る推進体制の整備、公的研究費等の管理・監査のための事務局体制の強化
等を推進することが期待される。

７



ⅱ）大学共同利用機関の機能強化

・

 

国は、大学共同利用機関が、単一の大学では整備が困難な大規模な研究施設・設備や、大量の研究情報・データ
等を全国の研究者の利用に供し、大学の枠を越えて共同研究を実施する中核的機関としての役割を果たしている
ことの重要性に鑑み、これらの機関に対する財政措置を確実に行う。

・

 

大学共同利用機関は、異なる研究者コミュニティにより支えられた複数の大学共同利用機関が１つの法人を構成
するメリットを活かし、各法人における一体的な運営の強化や、新たな学問領域の創成に努めるとともに、それらを
支える体制を強化する観点から、人事や予算における機構長裁量の拡大や機構長補佐体制の強化等を進めること
が期待される。

・

 

大学共同利用機関は、共同利用・共同研究に供する研究資源の着実な整備を進めるとともに、研究者が大学共同
利用機関の研究資源を活用して研究に専念できるような環境を整備することにより、我が国の研究全体をリードする
中核的機関としてのＣＯＥ性を一層高めていくことが求められる。

・

 

大学共同利用機関は、大学全体の教育研究を支援する機能や、共同利用・共同研究拠点をリードする役割、さらに
は優れた研究環境を活用した大学院教育への貢献等を一層充実させていくことが期待される。

８



（２）研究開発法人の機能強化（２）研究開発法人の機能強化

○

 
研究開発法人の機能の強化に向けた取り組みはどうあるべきか。

＜基本的考え方＞

・

 
研究開発法人は、将来的に我が国の経済社会にとって大きな波及効果が見込まれる

ものの、現時点ではリスクが高い研究開発や、長期的視野に立った先行投資が必要な
研究開発、また公共性が高く特定の事業者の利益につながらない研究開発等、民間や
大学等では単独で実施することが難しい研究開発活動を実施する機関であり、我が国の
科学技術・イノベーションの推進において、極めて重要な役割を有している。

・

 
現在、このような研究開発法人としては、大規模な研究開発の推進を目的とするもの
から研究支援を目的とするものまで様々な法人があるが、これらの機関は独立行政法人
通則法に基づく独立行政法人として設立されている。しかしながら、研究開発法人につい
ては、上述のような業務の特殊性から、本通則法に定める効率的な業務遂行等を目的（※）

とする他の独立行政法人と同一に取り扱うことが適切ではない側面があることから、研究
開発法人の特性を踏まえた法人制度の在り方について検討していくことが不可欠である。

・

 
このような観点から、平成２０年に成立した「研究開発力強化法」及びその附帯決議に

おいては、研究開発法人の在り方について３年以内（平成２３年１０月）に必要な措置を講
じるとされており、国として、早急に対応策を検討していくことが求められている。

９



１０

・

 
このため、具体的には以下の取り組みを推進する。

ⅰ）研究開発法人の在り方についての検討
ⅱ）研究開発法人の機能強化

（※）「独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）（抄）」
第二条

 

この法律において「独立行政法人」とは、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実施

 
されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののうち、民間の

 
主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの又は一の主体に独占して行わせることが必要で

 
あるものを効率的かつ効果的に行わせることを目的として、この法律及び個別法の定めるところにより設立される法

 
人をいう。

２ （略）



＜推進方策＞

ⅰ）研究開発法人の在り方についての検討

・

 

国は、研究開発力強化法及びその附帯決議を踏まえ、総合科学技術会議を中心に、研究開発の特殊性、優れた
人材の確保、国際競争力の確保等の観点から最も適切な研究開発法人の在り方について検討を進める。

（主な論点の例）

－

 

国の計画等に基づき行われる研究開発業務の特殊性に応じた国の関与の在り方
例えば、研究開発の特殊性に鑑み、国が一定の関与をしつつ、実際に業務を遂行するに当たっては、柔軟

な研究開発を行えるようにする仕組み

 

等

－

 

研究開発の特性に応じた柔軟な財政措置の在り方
例えば、現在の運営費交付金について、国の計画等に基づき、より柔軟な執行を可能とする仕組み

 

等

－

 

府省横断的な研究開発推進の在り方
例えば、各省の枠を超えて研究開発力を結集し、府省横断的に研究開発を実施できるようにする仕組み

 

等

－

 

研究開発の特性を踏まえた目標管理及び評価の在り方
例えば、研究開発業務については、より長期の目標設定を可能とするとともに、その評価については、研究

開発の観点から相応しい体制で行う仕組み

 

等

１１



ⅱ）研究開発法人の機能強化

・

 

国は、研究開発法人が、大学等や民間では単独で実施することが困難な研究開発活動を実施する機関として重要
な役割を担っていることに鑑み、これらの機関に対する財政措置を確実に行う。

・

 

国は、研究開発法人の目的や特性に応じて、国からの確実な財政措置を前提に、施設・設備等の共用促進や民間
企業との共同研究・受託研究の受入等による外部資金の導入を一層促進するための方策を講じる。

・

 

研究開発法人は、その目的や特性等に応じて、大学等で生まれたシーズを出口側に結びつける「つなぎ」の役割も
期待されることから、産学官連携のための「場」の形成や、産学官の共同研究の推進等における中核的機関としての
機能を強化する。

・

 

研究開発法人は、研究開発水準の一層の向上を図るため、研究開発活動全体のマネジメントや研究に関わる技術
的業務等を担う専門人材の養成・確保、研究企画を行う体制の整備・充実等、その目的や特性を活かして大学等や
企業等の参考となる取り組みを強化する。

１２



（３）世界トップレベルの研究開発拠点の形成（３）世界トップレベルの研究開発拠点の形成

○

 
世界トップレベルの研究開発拠点の形成に向けた取り組みはどうあるべきか。

＜基本的考え方＞

・

 
経済・社会のグローバル化が進展する中、研究者等の国際的な流動化が急速に進展
しており、我が国として、国内外から第一線の研究者等を惹きつけ、また、科学技術・イノ
ベーションの推進を通じて優れた研究成果等を創出していくためには、世界最高水準の
施設・設備等を有し、かつ最先端の研究開発活動を行う、世界トップレベルの魅力ある研究
開発拠点を形成していくことが不可欠である。

・

 
このため、具体的には以下の取り組みを推進する。
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＜推進方策＞

・

 

国は、世界第一線の研究者の集積、意志決定や人事・給与体系の独立性、英語による研究活動、卓越した融合
研究領域の開拓等のシステム改革を行うことにより、優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」の
形成を目指す「世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）」事業を拡充する。

・

 

国は、第３期科学技術基本計画に基づいて創設され、シーズから出口まで一貫した産学協働によるイノベーション
創出の「場」として産業界から期待されている「先端融合領域イノベーション創出拠点」の形成プログラムについて、
引き続き、強力に推進する。

・

 

国は、オープンイノベーションに対応し、産学官連携の研究開発機関等の総合力を発揮し、「競争」と「協調」による
新たな研究開発の仕組みの構築に向けて、大型施設・設備等を有し、また産学の「つなぎ」や異分野融合の促進等の
役割が期待される研究開発法人等を中核的機関とする、世界的な研究開発拠点を形成するための取り組みを推進
する。
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